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は　じ　め　に
　まず最初に著者の立場を明らかにしておきた
い．著者は現在，市中病院（大学病院）において
主として児童青年期精神科医療に従事している児
童精神科医であるが，以前は医療少年院において
常勤矯正医官として勤務していた．現在も非常勤
矯正医官として 2つの少年院に勤務している．本
稿では少年司法制度における精神医学と心理学の
協働について全般的に論じていくつもりではある
が，論じるにあたって，どうしても少年院におけ

る話題や視点が少し多くなることをご了承いただ
きたい．

Ⅰ．わが国における少年司法制度の概要と特徴
　少年司法制度における精神医学と心理学の協働
と対話を論ずる前提として，まずわが国における
少年司法制度の概要と特徴を簡潔にまとめてみた
い．わが国における少年司法制度の根幹となる法
律は「少年法」といえよう．少年法とは「少年の
健全な育成のために，非行のある少年の性格矯正
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精神医学と心理学の協働と対話
―少年司法制度から―

桝屋　二郎

　公認心理師制度の発足にあたって，少年司法制度の観点から精神医学と心理学の協働と対話の
現状と課題について報告し，検討と考察を行った．わが国における少年司法制度の根幹となる法
律は少年法であるが，「保護」と「教育」という 2つの観点が重視されている．少年司法制度にお
いても，この 2つのキーワードは重要視されており，事件の真相解明と刑罰の実施という目的を
掲げている成人司法制度との最大の差異となっている．そして非行少年を正しく「保護」し「教
育」していくためには精神医学と心理学を含めた協働と対話が欠かせない．少年司法制度のなか
で実際に精神医学と心理学の協働と対話がなされる場面としては，①警察における少年育成課な
どの心理員と警察嘱託医あるいは地域医療機関などの精神科医，②児童相談所における児童心理
司と精神科医，③検察や裁判所における精神鑑定時，④家庭裁判所における調査官や裁判官と精
神科医，⑤少年鑑別所における心理技官と精神科矯正医官，⑥少年院における法務教官，心理技
官と精神科矯正医官，⑦保護観察における保護観察官や保護司と地域の精神科医などが考えられ
る．非行や犯罪を起こした人々は加害者であるが，同時に被害者であることが多く，生育歴のな
かでのさまざまな傷つき体験による不信感をもっている．その不信感を乗り越え，良好な治療関
係を築くためにも，支援者は彼らの加害体験も被害体験もともに取り扱わないといけないが，こ
の両者を取り扱うには精密で正確なアセスメントを実施しなければバランスがとれない．つま
り，支援の方向性を誤る．こういったアセスメントやその後の支援には全人的アプローチが有効
であるが，これらを適切に成立させるためにも精神医学と心理学を含めた多職種・多機関の協働
と対話が必須であろう．

＜索引用語：少年非行，少年司法制度，司法精神医学，矯正医学，犯罪心理学＞

著者所属：東京医科大学茨城医療センター精神科
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および環境調整に関する保護処分と，少年の福祉
を害する成人の刑事事件に対する特別措置につい
て定めた」法律ということになるが，著者が考え
るに，わが国の少年法の最大の特徴は，理念とし
て少年の特性を重視し，保護と教育を優先すると
いう教育主義を掲げて保護処分を実施するという
ことにある．これは換言すれば，少年が非行に至
るのは社会が教育に失敗したからであり，その少
年を保護して正しい教育を改めて実施しようとい
うことになる．「保護」と「教育」，この 2つのキー
ワードこそわが国の少年司法制度の根幹をなすも
のであり，事件の真相解明と刑罰の実施という目
的を掲げている刑事訴訟法および刑法，そしてそ
れらに依って立つ刑事処分や収容施設たる刑務所
との最大の差異となっている．この，少年を正し
く保護し教育していくためには，精神医学と心理
学を含めた協働と対話が不可欠と考えられる．
　少年司法制度を手続き面から概説すると，わが
国の少年法は「全件送致主義」をとっているため，
嫌疑の認められる非行少年は基本的に全員が家庭
裁判所に送致される．この送致は警察（官）や検
察（官）のみならず児童相談所から行われる場合
もある．家庭裁判所は審判に必要と認めれば観護
措置をとり少年を少年鑑別所に送致し，心理技官
や精神科矯正医官が少年の資質や背景を調査す
る．その結果も参考に家庭裁判所は処分を決定す
る．家庭裁判所が下す処分は，全件送致を行って
いる関係で件数としては審判不開始や不処分が多
くなる．しかし，家庭裁判所によって保護が必要
と判断されれば保護処分が下ることになる．保護
処分にもいくつかがあり，社会内で保護が可能と
判断されれば保護観察などの処分が下り社会内で
保護観察所（保護観察官）や保護司の支援を受け
ることになる．一方で社会内での保護が困難と判
断されたケースについては児童自立支援施設や少
年院に送致されることになる．これらとは異質な
処分としては，重大犯罪などでは検察官送致（い
わゆる逆送）となり，検察において起訴などが検
討され，起訴されれば成人と同様の裁判（裁判員
裁判を含む）を受け，懲役などの刑事処分が下さ

れる場合もある．

Ⅱ．わが国における矯正施設 
―少年施設を中心に―

　矯正施設とは犯罪者や非行少年を法律に基づき
強制的に収容する施設であるが，刑事施設と呼ば
れる刑務所と拘置所，そして少年施設と呼ばれる
少年院と少年鑑別所などが含まれる．これら施設
はすべて法務省が所管しているが，運営について
は業務内容が「強制的」な収容，つまり被収容者
の人権を高度に制限するものであるため，厳格に
法律に基づいて運用されている．
　刑事施設である刑務所は刑事裁判において懲
役・禁錮・勾留などの刑の判決を受けた成人を収
容し，懲役刑であれば労役などの作業を科しなが
ら並行して改善更生のための教育的処遇を行う．
対して拘置所は判決が確定するまでの間の未決拘
禁者や死刑囚を収容する施設であり教育的処遇は
行われない．一方，少年施設である少年院は家庭
裁判所における審判において保護処分を受けた少
年を主として収容し，改善更生のための矯正教育
を行う施設であり，全国に 52施設が存在してい
る．少年鑑別所は家庭裁判所が調査や審判に必要
なアセスメントを行うために観護措置を決定した
少年を収容する施設で各種の心理検査や面接調査
が行われる．基本的には改善更生のための矯正教
育を行う施設ではないものの，2015年に施行され
た少年鑑別所法において少年鑑別所の機能強化が
なされ，在所者健全育成のために支援の一環とし
て一定程度の改善更生のための矯正教育が行われ
ている．少年院と少年鑑別所，そしてその運用や
処遇においては，前述した「保護」と「教育」が
キーワードとなっており，したがって少年院や少
年鑑別所は一義的に教育施設と見なされている
（これは少年院や少年鑑別所において処遇を主に
担当する職員が法務教官と呼ばれる「教官」となっ
ていることにつながる）．この点は刑罰を科する
ことを目的とした刑務所（処遇を主に担当するの
は刑務官）との決定的な差異となっている．拘置
所や刑務所，少年鑑別所や少年院においては，多
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くの施設に心理学の専門家である心理技官が配置
されているほか，医療的な診断や治療が必要な
ケースに対応するため，医師である医務官が配置
されている．特に重点的な医療対応が必要な被収
容者は医療重点施設や医療専門施設である医療刑
務所，医療少年院に収容される．これらの施設に
おいては医師定員も多く配置されており，ほぼす
べての施設に精神科医師が常勤している．そして
少年施設では特に，被収容者の社会復帰や再非行
防止への支援（処遇）において，心理技官（心理
職）や精神科医は法務教官などとともに多職種連
携し，主体的な支援実施を担うメンバーの一員と
なっている．
　少年院収容においては刑務所における懲役や禁
錮と違って，刑期というものは存在しないため，
少年院では各少年に個別に立てられた目標（個人
別矯正教育計画）に従って教育的処遇が実施され
る．医療が必要な被収容少年について各少年院に
おいて医療行為がなされるが，より専門的な医療
行為が必要な場合，医療少年院に送致されること
がある．少年は基本的に集団寮で生活し，各少年
に担任教官がつき，生活指導を土台に，再非行防
止教育，就労のための教育や訓練，義務教育や高
校卒業程度認定試験のための教科教育などが行わ
れる．再非行防止教育は知見に基づいた認知行動
療法などを中心に各種精神療法・心理療法が個人
や集団で行われる．こういった教育体制のなか
で，少年は努力・前進すれば，進級し，最終的に
は大半のケースが「仮退院」として社会復帰する．
仮退院後は多くのケースで保護観察がつき，社会
内では期間中は保護観察所（保護観察官），保護司
などが少年を支援していく．

Ⅲ．少年司法のどのような場面で 
協働や対話がなされているのか

　それでは，概観してきた少年司法制度のどのよ
うな場面で精神医学と心理学の協働や対話がなさ
れているのであろうか．場面ごとに考えていく
と，①警察において少年育成課などの心理員と警
察嘱託医あるいは対象少年のかかりつけ医療機関

などが協働・対話する，②児童相談所において児
童心理司と精神科医が協働・対話する，③検察や
裁判所において精神鑑定が実施される際に鑑定人
として心理職と精神科医が協働・対話する，④家
庭裁判所において家裁調査官（心理学専攻者も多
い）と医務課医師が協働・対話する，⑤少年鑑別
所において法務教官や心理技官（心理技官の大半
と法務教官の一部は心理学の専攻者）と精神科矯
正医官が協働・対話する，⑥少年院において法務
教官，心理技官と精神科矯正医官が協働・対話す
る，⑦保護観察において保護観察官（心理学専攻
者も多い）と地域医療機関の精神科医が協働・対
話するなどが考えられる．非行少年はさまざまな
背景や心理的問題（ケースによっては精神疾患水
準）を抱えており，その正確なアセスメントとそ
のアセスメントに基づく正しい支援の実施におい
ては心理学と精神医学を含めた多職種の協働や対
話は不可欠といえよう．

Ⅳ．どのような非行少年が増えているのか
　それではどういった心理的背景を抱えている非
行少年が多いのであろうか？　著者が感じてきた
少年院にいる少年達がもつ特徴の 1つは，彼らの
他者や社会や自分自身への強烈な信頼感の低下や
欠如である8）．例を挙げれば，「他人はおろか家族
ですら信じられない．社会も信じられず自分に
とって味方でない．自分にも自信がもてず，どう
せダメなんだと思う…」と，このような感じであ
る．このような思いで社会で生きていくことが非
常につらいことは容易に想像でき，これは彼らの
切実で悲痛な叫びでもある．Balint, M. の提唱し
た基底欠損2）に近い，このような基本的信頼感の
欠如の結果，彼らは濃密かつ良質な人間関係を構
築・維持できなくなっている．結果的に対人回避
して引きこもる者もいれば，孤独と不信に対して
強い不安を感じ，無理をして集団（学校での集団
のほか，非行集団の場合もある）に入ってつらい
思いを重ねる者も出てくる．
　安心できる環境に生育するからこそ得られる基
本的信頼感が欠如しているということは，少年自
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身にとって安心できる生育環境が大きく不足して
いたとも考えられる．そういったなかでは，人に
対する思いやりや人の痛みに対する理解力・想像
力，自分の感情をうまくコントロールできる力，
対人関係を円滑に結ぶスキルなどは育ちにくくな
り，他者と心から信頼し合える関係をもてなくな
る．自身にとって安心や被保護感が得られない社
会で将来，何をしたいかわからなくなったり，大
人や社会一般に対する反抗心・反発が強くなりう
ることも了解できよう．
　基本的信頼感が欠如している状態が生み出すも
う 1つの大きな問題としては，何かを信じる拠り
どころがなく，「何を信じてよいかわからない」と
いう認知につながってしまうことであろう．こう
いった認知下では，一部の少年は「（間違った情報
でも鵜呑みにして）何でも信じてしまう」という，
自らもつ他者への顕著な不信感情と一見したとこ
ろ矛盾した状態に陥ることがある．実際にイン
ターネット上の虚偽情報を鵜呑みにして犯罪を起
こしたり，アダルトビデオの内容を鵜呑みにして
類似した性犯罪を犯してしまうケースが生じてい
る．このように基本的信頼感が欠如している少年
にとって犯罪を含めた被害と自ら起こしてしまう
加害は紙一重であり，少年院入院者のなかには加
害者である一方で被害者であるケースも多い．そ
してこの被害を犯罪被害だけでなく，虐待・いじ
め・親や家族からの理不尽な叱責，他者や社会か
らの理不尽な仕打ちなどに拡大して考えると，少
年院に入院してくる大多数の少年は何らかの被害
を受けてきていると考えてよい．性加害少年に実
は性被害歴があるように，非行少年が被虐待歴を
有することは多い．平成28年版の犯罪白書では平
成27年内に少年院に入所した少年について，男子
の 26.7％，女子の 42.4％に性的虐待を含む何らか
の被虐待体験があることを報告している（これら
の虐待の加害者は近親者に限らない．交友グルー
プ内での被害も含まれる）3）．しかし，著者を含め
現場における多くの支援者が，この調査では拾い
きれていない被虐待体験者がもっといるはずだと
感じている．実際に，少年院や児童自立支援施設

において 50％を超えるような高率で被虐待少年
が含まれているという複数の報告も存在する．こ
のことは，調査者に対して気軽に言語化したり気
軽にアンケート回答できないような軽度ではない
トラウマ体験をもつ，あるいは「それが被虐待体
験であったか」がわからないような環境や状態を
有していた被虐待体験者が相当数含まれているこ
とを示唆している．海外を含むさまざまな調査に
よって狭義の虐待のみならずマルトリートメント
も，そして被いじめ体験を含む社会的孤立も，非
行化や犯罪化のリスクファクターの 1つであるこ
とが明らかになっている．そしてこういった背景
やそれらによって生じる特性と生来の特性を把握
しアセスメントすることは正しい支援のために必
須といえよう．

Ⅴ．精神障害とさまざまな 
二次的，三次的障害の問題4～7）

　成人・少年を問わず，犯罪・非行の現場に精神
障害（知的能力障害を含む発達障害も含めて）を
有する加害者や被害者が少なからず存在すること
は以前から指摘されている．これについては，犯
罪や非行の発生への寄与度が少ないケースもあれ
ば大きいケースもある．例えば統合失調症の幻覚
妄想のように，それが直接的に犯罪や非行につな
がっていく場合もある一方，発達障害についてい
えば，調査や研究によって以下のように考えられ
るようになってきている．つまり，発達障害その
ものは非行化や犯罪化のリスクファクターではな
く「適切な支援を受けていない発達障害」がリス
クファクターであるというものである．不適切な
対応としてまず思い浮かぶのは虐待，いじめ，理
不尽な叱責などであろう．これらが精神障害者に
対して繰り返されると自尊心は大きく毀損し，さ
まざまな内在化症状（抑うつや不安など）や外在
化症状（引きこもりや不登校や問題行動など）が
引き起こされる．これらの内在化や外在化症状は
一般的に二次障害といわれるが，ケースによって
は本来の一次障害とこの二次障害が複雑に関与し
合いながら，結果として三次的に非行や犯罪が生
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じてくる場合も出てくる．そして，「適切な支援を
受けていない」という内容は，虐待やいじめ，理
不尽な叱責といった明らかな不適切対応にとどま
らない．精神科医療につながるべきケースで医療
につながっていなかったり，例えば自閉スペクト
ラム症者などが稀にもつ社会的に不適切な興味や
関心への固執をすることがあるが，そういった固
執やそれに基づいた行動に対して放置をしたり
誤った指導をしたりすることも不適切な対応に含
まれる．

Ⅵ．非行少年支援における 
精神医学と心理学の協働

　限られた紙幅で個々の矯正プログラムの詳述は
困難であるが，現在，認知行動療法をはじめとし
てさまざまな精神療法・心理療法が再犯防止や再
非行防止に応用されている．その多くの支援方法
やプログラムのなかから，現状で可能な最善の支
援や介入を選択するためには，対象者のもってい
る特性や背景を精密にアセスメントし，それに最
大限の配慮をしたうえで，エビデンスのある，有
効な支援や介入の方法を選択・応用していかねば
ならない．アセスメントの重要性については，例
えば反社会行動の背景にバイオロジカルな要因が
隠れている場合もあり，これらの要因を見逃すと
適切な介入・支援につながらない．WHOは疾患
のあるべき治療モデルとして「生物・心理・社会
モデル」を提唱しているが，触法支援においても
本モデルはあてはまる．反社会行動をわれわれは
心理学的な視点や社会学的な視点で見てしまいが
ちになるが，生物学的視点も忘れてはならず，視
点のバランスを保たねばならない．例えば「キレ
やすい」対象者がいた場合，その対象者を，単に
性格の問題として「キレやすい」人と見なすのと，
発達の視点から「衝動統制不良な人」と見なすの
と，積み重なった暴力などのトラウマティックな
体験への反応として過覚醒や回避が生じて「（いわ
ば生き抜くための術として）やられる前にキレて
しまう人」と見なすのと，「それらが併存するかも
しれない人」と見なすのでは，支援アプローチは

まったく異なってくる．そして間違った判断は間
違った支援につながる．
　心理学や精神医学とは異なり犯罪学における研
究になるが Andrews, D.A. & Bonta, J. は再犯防
止介入においては対象者のリスク（言い換えれば
支援ニーズ）に見合った処遇を実施せねばならな
いことを指摘している1）．手厚い介入をすればそ
れだけ効果が上がるというものではなく，過剰な
介入は逆に再犯率を上昇させてしまう，つまり逆
効果となりうることがあるという調査結果が複数
の研究で出ている．これらの調査結果は対象者の
リスク（介入が必要な支援ニーズ）を正確にアセ
スメントすることが，いかに重要な問題であるか
を示している．支援者はアセスメントを疎かにし
てはならないのである．そのアセスメントにおい
て精神医学的視点，心理学的視点は欠かせない．
精密で正確なアセスメントの判断を単一の職種や
単一の機関で行うことは非常に困難であるし，非
行や犯罪はしばしば社会的行動障害の一種と見な
せるため，その対応にも高度に社会的対応が必要
となる場合が多い．つまり単一の視点にて解決し
うるケースは少数であり，福祉・教育・行政・司
法・心理・医療などが連携・協力する必要が生じ
る．そのような観点からも，非行や犯罪ケースの
支援にあたる場合，精神医学や心理学の協働と対
話も含めた多職種の支援チームの構築をめざすべ
きである．多職種支援チームというと大規模で非
常に組織だったものを想像してしまいがちだが，
そのようなチームを常に作ることは困難であるし
不可能な場合も多い．したがって，必要な職種・
必要な機関を「よい意味で」徐々にその都度巻き
込んで，緩やかな支援チームの構築をめざすべき
と著者は考えている．
　このことはアセスメントだけでなく，実際の支
援にもあてはまる．バイオロジカルな視点からの
支援，例えば薬物治療が必要な場合も出てくる．
したがって心理学分野のみではやはり解決せず精
神医学的アプローチが必要になるし，逆に再非行
や再犯の防止にさまざまな精神療法・心理療法の
なかから適切な技法を選択して，それを駆使して
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臨むべきである以上，心理学的アプローチも決し
て外せないと考えられる．触法や非行の支援は単
一の技法や単一の職種で解決できるものではな
く，心理学や精神医学のみならず，福祉的アプ
ローチ・行政的アプローチ・教育的アプローチな
どを含めた，いわば全人的アプローチが必要と
なってくる．それにはさまざまな機関連携が必要
で，つまりは社会全体で支援していく視点が大切
であろう．

お　わ　り　に
　前述してきたように，非行や犯罪を起こした
人々は加害者であると同時に被害者であることが
多く，生育歴のなかでのさまざまな傷つき体験に
よる不信感をもっていることが多い．彼らの強烈
な不信感を乗り越え，良好な治療関係を築くため
にも，われわれは彼らの加害体験も被害体験もと
もに取り扱わないといけないのである．その扱い
方やバランスは非常に難しいし，被害体験を扱う
ことで一時的に不安定・攻撃的になることもあり
うる．しかし，支援者は安定・一貫して治療の場
にいなければならない．そうすることによって彼
らは「信頼に足る，見捨てずに裏切らない」他者
（支援者）を得ることができる．彼らが支援者を信
頼できたなら，それは治療上の大きな前進で，そ
こから彼らは自己や他者や社会への信頼感（基本
的信頼感）を取り戻していくのである．
　近年，重視されている再犯防止モデルに「Good 
Life Model（Good Lives Modelとも）」がある9）．
本モデルでは，加害者を含めてすべての人間は幸
福を得るために行動していると仮定し，加害者は
自ら求める幸福を社会的に認められない手段（犯
罪や非行）で得ようとしていると考える．その視
点から対象者に対して，社会的に認められる手段
で幸福を自己実現させていく支援を行うことを推
奨している．それが結果的に再犯や再非行を予防
することになると考えているのである．エビデン
スも得られているこのアプローチは，一見すると
あたり前のことのように感じる方もいるであろう
が，しかし，現実にこういったアプローチや支援

ができているのかを考えたとき，それができてい
ないことにも気づくはずである．それは例えば知
的能力障害を抱えて犯罪に至ってしまった刑務所
受刑者の再入所率が，定型障害者の刑務所受刑者
よりも高いことにも表れている．「刑務所の方が
ましだ」「刑務所に戻りたかった」と言って軽微な
再犯を繰り返すケースも多い．そして「幸福」の
内容は人によってさまざまであるし，本人がモチ
ベーションをもって取り組める目標が社会的に容
認される目標でなければこのモデルは意味をなさ
ない．そういった目標を考えるうえでも，精神医
学と心理学の協働と対話を含んだ多職種チームは
必要であるし，そういったチームでの誠実で息の
長い長期的支援が真の社会復帰には必要といえよ
う．

　なお，本論文に関連して開示すべき利益相反はない．
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Collaboration and Dialogue between Psychiatry and Psychology： 
From the Perspective of the Juvenile Justice System

Jiro MASUYA

Tokyo Medical University, Ibaraki Medical Center Department of Psychiatry

　　In this report, we discuss the current status and issues regarding collaboration and dia-
logue between psychiatry and psychology from the perspective of the juvenile justice system 
following the establishment of the system for licensed psychologists. In Japan, the juvenile jus-
tice system is based on the Juvenile Act, which emphasizes two perspectives of protection and 
education. These are key words in the juvenile justice system, and it differs from the justice 
system for adults, which aims at investigating the truth and punishing the offender. In order to 
appropriately protect and educate the juvenile delinquent, collaboration and dialogue involving 
psychiatry and psychology is essential.
　　Collaboration and dialogue between psychiatry and psychology is practiced in the context 
of the juvenile justice system in the following situations：1）by psychology officers at the youth 
fosterage division, commission doctors at the police station or psychiatrists at the local medical 
facilities, 2）by child psychologists and psychiatrists at child guidance centers, 3）upon psychi-
atric assessment by the prosecutor or at the court, 4）by research officers or the judge and 
psychiatrists at family court, 5）psychologists and psychiatric officers at juvenile classification 
homes, 6）law instructors, psychological technical officers and psychiatric officers at correc-
tional institutions, and 7）probation officers and local psychiatrists in the context of probation. 
Juvenile delinquents and criminals are perpetrators, but they are often victims themselves as 
well, and they often harbor a sense of mistrust due to the harm done to them during their 
childhood. Those who provide support need to deal with the harm the juvenile has inflicted 
onto others and the harm they have felt in order to help them overcome their mistrust and 
establish good therapeutic relationships. However, it requires a delicate balance to deal with 
the two types of harm mentioned above, and it is only possible through precise and accurate 
assessment. Less‒than‒adequate assessment leads to improper support. A holistic approach 
can be effective for assessment and subsequent support, but it calls for collaboration and dia-
logue between different professions and facilities, including psychiatry and psychology.

＜Author’s abstract＞

＜Keywords： juvenile delinquency, juvenile justice system, forensic mental health,  
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